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令
和
二
年
十
月
十
五
日
初
校

特
集
②

市税
2,218

（2,141）

国庫支出金
855
（796）

市債
501
（482）

地方交付税
249（264）

その他
712
（755）

総額
5,312

（5,134）

繰入金
271（228）

表１　健全化判断比率

特
集
②

市
債
（
借
入
金
）
の
残
高

　
一
般
会
計
の
市
債
残
高
は
、
平
成
30

年
度
か
ら
19
億
円
減
少
し
ま
し
た
。
臨

時
財
政
対
策
債
※
の
残
高
が
増
加
し
た

一
方
で
、
そ
れ
以
外
の
市
債
残
高
に
つ

い
て
は
、
行
財
政
改
革
の
効
果
な
ど
に

よ
り
着
実
に
減
少
し
て
い
ま
す
。

※
臨
時
財
政
対
策
債
…
本
来
、
国
が
交

付
す
べ
き
地
方
交
付
税
の
不
足
分
を
補

う
た
め
に
発
行
す
る
市
債
で
あ
り
、
後

年
度
、
返
済
の
た
め
の
財
源
が
国
か
ら

手
当
て
さ
れ
ま
す

特集②　仙台市の財政状況―令和元年度決算から

仙台市政だより　令和２年（2020年）11月号 仙台市政だより　令和２年（2020年）11月号

単位：億円
（　）内は平成30年度の金額

健
全
化
判
断
比
率
と
経
常
収

支
比
率
か
ら
見
る
財
政
状
況

　
地
方
自
治
体
の
「
赤
字
」
や
「
将
来

負
担
」
な
ど
を
把
握
し
、
健
全
化
へ
向

け
た
取
り
組
み
が
必
要
か
を
判
断
す
る

た
め
の
指
標
と
し
て
「
健
全
化
判
断
比

率
」（
表
１
）
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
、

４
つ
の
財
政
指
標
で
構
成
さ
れ
て
い
ま

す
。

東
日
本
大
震
災
に
よ
る
影
響

　
令
和
元
年
度
決
算
の
震
災
関
連
の
歳

出
は
２
０
６
億
円
と
な
り
ま
し
た
。

財政指標 令和元年度
決算

早期健全化
基準

実質赤字比率
（一般会計等の赤字を示す指標）

赤字なし
〔赤字なし〕 11.25％

連結実質赤字比率
（全会計の赤字を示す指標）

赤字なし
〔赤字なし〕 16.25％

実質公債費比率
（借入金の返済費用の割合を示
す指標）

6.1％
〔7.2％〕 25％

将来負担比率
（一般会計等が将来負担すべき
負債の割合を示す指標）

78.8％
〔85.5％〕 400％

　
令
和
元
年
度
決
算
に
基
づ
く
本
市
の

健
全
化
判
断
比
率
は
、
い
ず
れ
も
国
の

定
め
る
早
期
健
全
化
基
準
を
下
回
っ
て

お
り
、
お
お
む
ね
適
正
な
水
準
に
あ
る

と
い
え
ま
す
。

　
一
方
、
財
政
の
硬
直
度
を
示
す
指
標

と
し
て「
経
常
収
支
比
率
」が
あ
り
ま
す
。

こ
れ
は
、
市
税
な
ど
毎
年
の
経
常
的
な

収
入
で
あ
る
一
般
財
源
が
、
人
件
費
や

扶
助
費
な
ど
毎
年
固
定
的
に
支
出
さ
れ

今
後
の
財
政
運
営

　
震
災
関
連
事
業
の
進し

ん
ち
ょ
く捗

と
と
も
に
決

算
規
模
は
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
し
た
が
、

平
成
29
年
度
か
ら
は
県
費
負
担
教
職
員

の
権
限
移
譲
に
伴
い
決
算
規
模
は
大
き

く
増
加
し
て
い
ま
す
。

　
今
後
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
の
影
響
に
よ
り
市
税
収
入
の
減
少

が
見
込
ま
れ
る
一
方
で
、
感
染
拡
大
防

止
対
策
は
も
と
よ
り
、
少
子
高
齢
化
に

伴
う
社
会
保
障
関
連
経
費
の
増
加
な
ど

に
よ
り
、
さ
ら
に
厳
し
い
財
政
状
況
と

な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　
地
域
経
済
の
回
復
や
活
性
化
策
に
よ

る
安
定
的
な
市
税
収
入
の
確
保
を
図
る

ほ
か
、
公
共
施
設
の
老
朽
化
対
応
の
た

め
の
長
期
的
な
財
源
確
保
等
に
努
め
、

持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立
を
目
指

し
て
い
き
ま
す
。

歳出（支出）

健康福祉費
1,910
（1,833）

教育費
956
（869）

公債費
572
（561）

総務費
468（316）

土木費
571
（654）

環境費
148（173）

経済費
208（188）

総額
5,240

（5,019）

〔　〕内は平成30年度決算の値

東部復興道路整備に
要する経費の減少な
どにより、前年度か
ら83億円減少

る
経
常
経
費
に
ど
の
程
度
充
当
さ
れ
て

い
る
か
を
表
し
て
い
ま
す
。
そ
の
比
率

が
高
い
ほ
ど
政
策
的
な
経
費
に
回
す
財

源
が
少
な
く
な
り
、
財
政
構
造
の
弾
力

性
が
低
い
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
令
和
元
年
度
決
算
に
基
づ
く
本
市
の

経
常
収
支
比
率
は
98
・
７
パ
ー
セ
ン
ト

と
、
前
年
度
よ
り
も
上
昇
し
、
引
き
続

き
高
い
水
準
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
本
市

の
財
政
が
予
断
を
許
さ
な
い
状
況
に
あ

る
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。

市立小・中学校の教職
員に関する事務が県か
ら市に移管されたこと
に伴い、教職員の給与
等の財源として個人市
民税が増加したことや、
固定資産税が増加した
ことなどにより、前年
度から77億円増加

幼児教育・保育の無償化
に伴い国庫負担金が増加
したことなどにより、前
年度から59億円増加

幼児教育・保育の無償化に要
する経費の増加などにより、
前年度から77億円増加

市立小・中学校へのエアコン設置に要する経費
の増加などにより、前年度から87億円増加

市庁舎整備基金へ
の積み立てなどに
より、前年度から
152億円増加

東部復興道路整備に要する経費などが減少した一方で、市庁舎整備基金へ
の積み立てや市立小・中学校へのエアコン設置に要する経費が増加したこ
となどにより、支出総額は平成30年度から221億円増加し、5,240億円と
なりました。

健康
福祉費

●生活保護：301億円
●私立保育所運営委託：164億円
●児童手当：157億円

教育費 ●学校維持修繕：100億円
●学校建設：40億円

土木費
●道路新設改良：114億円
●道路維持：75億円
●都市計画道路整備：33億円

総務費
●市庁舎整備基金積立：125億円
●�震災復興基金積立：29億円
●公共施設保全整備基金積立：28
億円

経済費 ●中小企業融資預託金：123億円
●農業用施設長寿命化：６億円

令和元年度の主な事業

歳入（収入）
　県から市へ市立小・中学校の教職員に関する事務が移管されたことに伴
う税源移譲による市税収入の増加や、幼児教育・保育の無償化に伴う国庫
負担金の増加などにより、収入総額は平成30年度から178億円増加し、
5,312億円となりました。

諸収入
266（250）

●東部復興道路
　整備46億円
●�都市改造事業
　特別会計繰出
　金32億円
●震災復興基金
　積立28億円

図２　一般会計歳出規模（決算額）
（億円）

※�決算額には前年
度からの繰り越
し事業を含む震災関連 震災関連以外

4,0584,022 4,101 4,268

5,4395,9805,713

1,1711,9221,691 1,304

5,405

4,319

921

5,240

震災関連 震災関連以外

6,000
7,000

5,000
4,000
3,000
2,000
1,000

0

県支出金
240（218）

こ
の
特
集
に
関
す
る
お
問
い
合
わ
せ

は
、
財
政
企
画
課
☎
214
・
8
1
1
1
、

FAX‌

262
・
６
７
０
９

4,435

329

4,764

仙台市の財政状況
―令和元年度決算から

　令和元年度決算が市議会で認定されました。決算は、
１年間の市の収入や支出の実績をまとめたものです。
　市の会計は、一般会計・特別会計・企業会計の３種類
に分かれていますが、ここでは、市の基本的な行政サー
ビスに関わる一般会計の決算についてお知らせします。

4,789

289

5,078

市民費
151（155）

　市債は主に、道路や学校など長い期間にわたって利用される施設
等の建設費用に充てられます。市債を発行することで、施設等を利
用する将来の世代の市民にも費用を負担していただき、世代間の公
平性を確保します。
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市債残高の
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臨時財政対
策債

310

単位：億円
（　）内は平成30年度の金額

市庁舎整備基金
への積み立ての
ための繰り入れ
が増加したこと
などにより、前
年度から43億
円増加

その他
256
（270）

269

4,750

5,019

5,034

206
5,240

　
引
き
続
き
、
必
要
な
予
算
の
確
保
に

努
め
、
復
興
に
向
け
た
各
種
の
取
り
組

み
を
着
実
に
推
進
し
ま
す
。

（年度）
Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元

●
震
災
関
連
事
業
費
の
主
な
内
訳

　
・
東
部
復
興
道
路
整
備　
46
億
円

　
・
都
市
改
造
事
業

　
　
　
特
別
会
計
繰
出
金　
32
億
円

　
・
震
災
復
興
基
金
積
立　
29
億
円

　
・
下
水
道
事
業

　
　
　
会
計
繰
出
金　
　
　
11
億
円


